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日本比較政治学会 

           ニューズレター 

 
 

Japan Association for Comparative Politics No. 48 March 2022 
 

 

１．2022年度研究大会プログラム 
２．年報編集委員会から 
３．選挙管理委員会から 

４．理事会報告 
５. 共同研究のフロンティア  
６．事務局からのお知らせ 

 

 

 

2022 年度研究大会プログラム（予定） 
 

2022 年 6 月 25 日・26 日 於・九州大学 

 

＊開催時刻、時間割などは現時点での案であることをご了承ください。 

＊報告題目などは、当日までに変更される可能性があります。 

＊新型コロナウイルスの感染状況に応じて、開催方式をオンラインに変更する可能性が

あります。また、それに応じて、討論者が変更となる場合があります。 
 
 

6月 25日（土）13：30～15：30 

 

分科会Ａ 「議会・議員はジェンダー・イ

シューをどう扱っているのか」 

 

 ジェンダーと政治の領域における議員や議

会に関する研究では、特にフェミニズムに親

和的な左派政党や女性議員の動向に焦点があ

てられることが多かった。近年では、保守政

党や保守的な女性議員、また男性議員も、ジ

ェンダー政治に関わるアクターであるとして

分析の対象となってきている。同時に、どの

ようなジェンダー・イシューが議会における

政治・政策論争の俎上に上るのか、それらの

イシューについてどのような主張がなされる

のかについては、国やアクターによって多様

性が存在することも明らかになっている。 

ジェンダーの視点で議員行動や議会動向を

分析する研究が多様なアクターとイシューを

分析対象とし始めているというこのような現

状を背景として、本分科会では議員個人およ

び集合体としての議会が、ジェンダー・イシ

ューに対してどのような姿勢をとっているの

かを描写し分析することを目的とする。議

員や議会はどのようなジェンダー・イシュ

ーにどのように関わっているのか。どのよ

うな要因が議員や議会の態度や言説に影響

を及ぼしていると考えられるのか。このよ

うな問いを日本と韓国のケースを用いて比

較検討することで、議会や議員のジェンダ

ーをめぐる政治への参加（あるいは不参加）

の有り様とその理由が明らかになるであろ

う。 

 

司会 大澤 貴美子（岡山大学） 

報告 崔 佳榮（駒澤大学）「幼児教育・

保育の無償化をめぐるアイディ

アの政治」 

堀江 孝司（東京都立大学）「ジェ

ンダー・イシューをめぐる議員

の政策ポジション－保守系女性

議員の言説から－」 

大倉 沙江（筑波大学）「コロナ禍

における看護師の政治権力とそ

の変化」 
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討論 加藤 雅俊（立命館大学） 

大木 直子（椙山女学園大学） 

 

自由企画 1 「Relational Approaches to 

Political Culture, Discourse, and Discursive 

Strategies」（to be held in English)  

  
This panel consists of three presentations that 

aim to offer relational explanations for political 

culture, discourse and discursive strategies 

through the cases of Uganda, Palestine and 

Turkey respectively. 

The first presentation on Uganda’s political 

culture details how a revolutionary regime may 

coerce their citizenry, influence the state 

institutions/organs into submission and set taboos 

and agenda on fundamentally everything they find 

likely challenging to their legitimacy. It then 

seeks to demonstrate how the line between the 

definition of a revolutionary regime and state 

functions is extremely faint. When power is a 

result of military capture, the power-holders still 

believe in their military philosophy. the paper 

then argues that participatory political activities in 

Uganda remain a matter of mere publicity through 

rhetorical democratic practice. The intention here 

is not to emphasize the almighty notion of 

military and militarism in explaining regime 

consolidation. On the contrary, military rule or 

militarism cannot succeed devoid of other 

supporting causalities. 

The next presentation analyzes the discourse on 

heroism in the Palestinian struggle through the 

issue of political prisoners. Israel’s long-held 

practice of arbitrary arrests and imprisonment of 

Palestinian youth constitutes one of the main tools 

of control over Palestinian social life. The 

presentation examines how such concepts as 

“heroism” and “victory” are used in the context of 

prisoners’ release, hunger strikes, or a birth of the 

child of the imprisoned detainees, and what they 

embody. It seeks to show that these traditional 

concepts today represent reclamation of life under 

the carceral system, and that these sensibilities are 

co-constituting a wider Palestinian grassroots 

activism seeking to restore the struggle against the 

post-Oslo settler colonial reality.  

The final presentation deals with the identity 

building strategies employed by the Islamist 

political parties in Turkey. Interpretations on the 

principle of secularism and the role of religion in 

the political sphere remains a major contentious 

field in Turkish political life. In an effort to better 

understand the relationship between secularism 

and religiously oriented parties in the context of 

Turkish experience, this presentation aims to 

examine how political Islamists in Turkey have 

constructed the image of the secular elite in 

building their political identity and how this 

construction has evolved through time and 

different political parties. 

 

Chair: Yasuyuki Matsunaga (Tokyo 

University of Foreign Studies) 

Presentations: 

Ian Karusigarira (GRIPS) “Repression in a 

Revolutionary Matrix: Explaining the 

Revolutionary Culture in Uganda” 

Makiko Nambu (Tokyo University of Foreign 

Studies) “Political Imprisonment and 

Discourse on Heroism in Palestine”  

Esma Ozkan (Tokyo University of Foreign 

Studies) “Secularism and Discursive 

Strategies of Political Islam in Turkey” 

Discussants: 

Keiko Sakai (Chiba University) 

Aiko Nishikida (Keio University) 

 

自由論題Ａ 「政党内外の公職候補者の

選定過程－2000年代以降の韓国の場合

－」  

 

司会 松本 俊太（名城大学） 

報告 朴 志善（岡山大学） 

   禹 隠喜（城西国際大学）「開放型

の大統領候補者選定がもたらし

た政治的影響―2000年代以降の

韓国の主要政党の事例を中心に

―」 

縄倉 晶雄（明治大学）「カルテル

政党制下における小規模政党所

属議員の生存戦略－2000年代以

降の韓国を事例として－」 

討論 藤村 直史（神戸大学） 

松本 俊太（名城大学） 

 

自由論題Ｂ「歴史と方法」  

 

司会 近藤 康史（名古屋大学） 

報告 今野 元（愛知県立大学）「美濃部

達吉及び上杉愼吉にとってのゲ

オルク・イェリネック―天皇機

関説論争のドイツ学的背景につ

いて―」 

豊田 紳（アジア経済研究所）「政

治科学批判―因果推論比較アプ

ローチに対する行為者理解アプ

ローチの優位性に関する方法論

的考察―」 
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討論 鹿毛 利枝子（東京大学） 

      島田 幸典（京都大学） 

 

6月 25日（土）16：00～18：00 

 

分科会 B「議会内外の議員行動と政党政治

の比較研究－多様な政治制度の下で－」  

 

 現代の民主主義国家は、国民が代表を選び、

代表同士で意思決定を行う代議制民主主義に

よって成り立っている。「代議制」という以

上、国民の代表たる議員、および、議員の集

団である政党は、どの国においても欠かせな

い要素である。ところが、同じ議員や政党と

はいえ、その行動は、執政制度・議会制度・

選挙制度といった各種の制度によって大きく

異なる。では、異なる制度の下での議員や政

党の行動、そしてそれが生み出す議会内外の

政治の、共通点と相違点は何か。 

 本分科会は、３本の報告を通じて、この問

いを考える。各報告が対象とするのは、いず

れも先進民主主義国である。具体的には、大

統領制の国を代表してアメリカ・議院内閣制

の国である西欧諸国・そして、議院内閣制の

国でありながら、アメリカに近い議会制度や

西欧とは異なる政党組織といった特徴をもつ

日本である。それぞれの報告によって、それ

ぞれの国の執政制度を中心とした政治制度と

その制約下での議員や政党の行動が明らかに

なるであろう。同時に、本分科会は、これら

３本の報告の議論を通じて、様々な国、およ

び、執政・議会・選挙・議員行動・政党とい

った様々な分野を専門とする研究者間の情報

共有と対話を行うことを目指す。 

 

司会 松本 俊太（名城大学） 

報告 久保 浩樹（明治学院大学）「アメ

リカの対外援助をめぐる点呼投票

分析」 

新川 匠郎（神戸大学）

“Referendum Support against 

Convergence of Political-institutional 

Configurations in European 

Democracies?: Time-differencing 

Qualitative Comparative Analysis 

(QCA)” （ペーパーのみ英語） 

濱本 真輔（大阪大学） 

奥 健太郎（東海大学）「戦後日本

における政党内立法過程の軌跡－

『衆議院公報』の分析を通じて－」 

討論 岡山 裕（慶應義塾大学） 

日野 愛郎（早稲田大学） 

 

分科会 C 「民主主義と紛争」   

 

 東南アジアには、いまも分離独立運動が

くすぶる地域がある。権威主義体制下で運

動は苛烈な弾圧を受け、武装ゲリラによる

紛争は長期化した。民主化とともに政府は

武装ゲリラと和平を結び、広範な自治を提

供することで紛争を平和的に解決すること

をめざした。しかし、民主主義は必ずしも

紛争を解決に導くとは限らず、平和的解決

や人権尊重を掲げるはずの政権の下で暴力

や人権侵害が深刻化する皮肉な現実がある。

同時に、紛争の継続は軍・治安機関の役割

を拡大させ、その国の民主主義に影を落と

している。 

 本分科会では、東南アジアにおいて民主

主義の下でも分離独立運動が解決していな

い地域を取り上げ、民主主義と紛争につい

て分析したい。フィリピン南部のミンダナ

オ、タイ深南部、インドネシア東部のパプ

アの紛争を取り上げる。ミンダナオ紛争に

は民主的な政権の下で長期にわたって和平

と自治地域発足の努力が続けられながら挫

折してきた歴史があり、現在ようやく自治

地域発足のための移行プロセスが進められ

ている。タイ深南部では民主的な政権の下

でむしろ紛争が激化したという経緯がある。

パプアでは 50 年以上にわたり分離独立運動

が継続しており、インドネシア民主化後に

特別自治が付与されたものの、その後も治

安部隊による人権侵害が絶えない。この 3つ

の紛争事例から、民主主義が当該地域の紛

争に与える影響、また紛争がその国の民主

主義に及ぼす影響について考察する。 

 

司会 増原 綾子（亜細亜大学） 

報告 谷口 美代子（JICA）「ミンダナオ

紛争・和平にみるフィリピン

「民主主義」のパラドックス」 

西 直美（同志社大学）「1980 年代

以降の“民主主義”とタイ深南

部紛争についての考察」 

阿部 和美（秋田大学）「定着する

パプアの「民主主義」」 

討論 松野 明久（大阪大学） 

   中溝 和弥（京都大学） 

 

自由企画 2 「福祉国家変容の事例分析」 

 



日本比較政治学会ニューズレター 第 48 号 2022 年 3 月 

4 

 

 

従来、福祉国家の変化を捉えるための準拠

枠として、主に福祉国家類型論が利用されて

きた。しかし、そのほかにも変化を把握する

うえで有用な分析視角が提起されている。 

第一に、福祉多元主義である。1980年代以

降、程度の差こそあれ、多くの国で政府は福

祉領域から手を引いていった。では、政府に

代わってどのようなアクターが福祉を担って

いるのか。市場か、家族か、それともサード

セクターなのか。各国の制度遺産は多様であ

り、経路は一様ではない。 

第二に、社会的投資論である。ポスト工業

化に伴って「新しい社会的リスク」が現れる

と、各国は新旧二つの社会的リスクへの対応

を迫られるようになった。そこで論点になっ

たのは、所得保障政策（古い社会的リスクへ

の対応策）と投資的政策（新しい社会的リス

クへの対応策）をどのように組み合わせるか

であった。多くの国で所得保障より投資的政

策に力が注がれたが、コロナ禍はこうした傾

向に見直しを迫っている。生活不安の広がり

に直面して所得保障政策に積極的に取り組む

国が現れており、両者の組み合わせが主要な

議題となっている。 

第三に、「進歩主義のジレンマ」論である。

移民が増えて社会の多様性が増すと、国民の

連帯が損なわれる。結果として、同質的な国

民の生活を守る仕組み（＝福祉国家）は衰退

せざるを得ない。このような「進歩主義のジ

レンマ」論には異論も寄せられているが、い

ずれにしても、社会的多様化の時代に福祉国

家がどのように変化するのかに関心が集まっ

ており、研究が積み重ねられている。 

福祉国家変容をめぐっては、量的手法によ

る多国間比較が盛んに行われる一方、事例研

究が果たす役割もまた小さくない。事例分析

は仮説の妥当性を検討したり、新しい仮説の

構築に貢献している。本分科会では、単一・

少数比較事例研究を通じて、それぞれの分析

視角から福祉国家変容を検討する。 

 

司会 近藤 正基（京都大学） 

報告  ベ・ジュンソブ（神戸大学）「コロナ

禍における日本の福祉国家：制約

条件としての福祉制度とその変容」 

井上 睦（北海学園大学）「日韓福

祉国家におけるケアの「社会化」」  

源島穣（山形大学）「福祉国家にお

ける「就労中心性」と移民の生活

保障－イギリスを事例に－」 

討論 西岡 晋（東北大学） 

阪野 智一（元神戸大学） 

 

自由企画 3 「20世紀前半のヨーロッパ

『周辺』における政治変動」  

 

今日、「権威主義化」やポピュリズム

の席巻により、政治的実践・政治的原理

としての議会制民主主義・自由民主主義

の絶対的な地位は揺らぎつつある。ま

た、マゾワーが『暗黒の大陸』で描いた

ように、このような視座は政治史研究に

おいても遡及的に用いられつつある。近

年、特にヨーロッパの現代史研究におい

て戦間期政治史、特に権威主義化に関す

る比較研究が活況を呈している。そこで

は、かつての比較研究においてさほど重

視されなかったヨーロッパの「周辺」(バ

ルカン半島、イベリア半島、バルト諸国

など)にも十分目が配られている(むろん、

それぞれの地域に関する個別研究は十分

に蓄積されてきた)。 

これらの研究は、戦間期の民主主義の

「崩壊」を考察する際、ドイツやイタリ

アを引照基準とする見方に修正を迫るも

のである。両国の事例は、「強力に成長

したファシズム運動が民主体制を打倒し

た」という図式で理解され、それ以外の

国・事例は「準ファシズム」「失敗した

ファシズム」と位置づけられることが多

かった。しかし、ヨーロッパ「周辺」の

事例を仔細に検討すると、ファシズム運

動が興隆する以前(1920年代)に、あるいは

ファシズム運動の展開とは直接関係なく

権威主義化した事例の方がむしろ一般的

である。 

本パネルはそのような認識に基づき、

戦間期にヨーロッパ「周辺」に起こった

権威主義化を、政治変動論の観点から分

析する。その際、①「周辺」としての規

定条件(民主政治の発展の度合、経済・社

会的条件、第一次大戦との関与の度合、

「国家性」など)を踏まえ、②20世紀初頭

まで遡りつつ、世紀転換期、ファシズム

登場前夜の 1920年代、そして 1930年代に

おいて、それぞれ権威主義化がどのよう

な背景のもとに、いかなる動態を示した

のかをきめ細かく分析したい。 

本パネルの報告者は、それぞれイベリ

ア半島、バルカン半島、中欧を専門とす
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るが、「周辺」の事例研究にとどまらず、

ヨーロッパ以外(例えばトルコや日本など)

への応用可能性を意識しつつ、権威主義化

に向かう政治変動を比較分析するための枠

組を提示することを目指す。 

 

司会 山崎 望（駒澤大学） 

報告 中根 一貴（大東文化大学）「20世

紀前半におけるチェコ人リベラ

ル・ナショナリスト勢力の模索と

政治変動」 

武藤 祥（関西学院大学）「1920年

代の権威主義化－近代と現代のは

ざまで－」 

藤嶋 亮（國學院大學）「戦間期東

欧における権威主義とファシズ

ム」 

討論 山崎 望（駒澤大学） 

   立石 洋子（同志社大学） 

 

自由論題 C「Why Bother with Studying 

Elections? Electoral Candidates, E-Voting, 

and Electoral Manipulation」  

 

司会 菊池 啓一（アジア経済研究所） 

報告 岡田 勇（名古屋大学） 

磯田 沙織（神田外語大学）

“Political Careers in “Democracy 

without Parties”: A Preliminary 

Analysis on the Pathways from 

Subnational to National Electoral 

Arena in Peru” 

Régis Dandoy（Universidad San 

Francisco de Quito） “The impact 

of e-voting on invalid votes in five 

countries” 

塚田 真司（早稲田大学・院）「選

挙不正方法の選択と実施―リーダ

ーと体制側エリートの戦略的相互

作用に着目して―」 

討論 藤村 直史（神戸大学） 

中井 遼（北九州市立大学） 

 

6月 26日（日）10：00～12：00 

 

共通論題「危機と国家」  

 

近年、比較政治学の分析対象として中心的

位置を占めてきた「国家（state）」への関心

が、後景に退いてきているように思われる。

その背景には、「因果推論革命」を経た現在

の政治学の実証水準では、反実仮想を作り

にくい国家レベルの分析よりも、より堅固

な因果推論が可能な個人や地域レベルの分

析へとシフトしているという潮流があるの

かもしれない。 

しかし、この間の新型コロナウイルス

（COVID-19）への対応に見られるように、

特に危機に際して対応する国家の重要性は

いささかも減じてはいないように見える。

領土内での物理的強制力の正当（正統）な

行使を独占する唯一の組織である国家は、

感染症の蔓延のように、対処に集合行為を

必要とする危機に際しては中心的役割を果

たさざるをえない。しかし、国家が対応に

中心的役割を果たす危機は感染症の蔓延に

は限られず、かつて国家論が指摘したよう

に、経済的危機への対応にも国家が重要な

役割を担っており、しかも国家の組織形態

や国家－社会関係のあり方が危機対応への

違いを生むとつとに指摘されてきた。さら

に、危機には国家を形作る側面もある。戦

争のような軍事的危機や、大恐慌のような

経済的危機が、国家のあり方を根本から改

めてきた。では、現下の危機は国家をどの

ような方向へと変化させていくのだろうか。 

そこで、本共通論題では、制度形態や統

治能力といった国家のあり方の違いが危機

への対応にどのような差異をもたらすのか

という側面と、危機が国家のあり方を形作

る側面の両方を視野に入れ、理論的かつ／

あるいは実証的なアプローチから検討して

いきたい。 

 

司会 稗田 健志（大阪市立大学） 

報告 安中 進（早稲田大学）「政治体制

と COVID-19」 

佐藤 俊輔（國學院大學）「危機の

時代における欧州統合と国家」 

武田 宏子（名古屋大学）「再生産

の危機と国家－現代日本から考

える－」 

討論 加藤 淳子（東京大学） 

近藤 康史（名古屋大学） 

 

6月 26日（日） 

12：10～13：00 理事会 

13：00～14：00 総会 

 

14：00～16：00 
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分科会 D 「テキスト分析と比較政治学」  

 

インターネットの発達によるオンライン上

での文書データ取得の易化、SNSの台頭、PC

の処理能力の向上、分析に供するソフト開発

の進展などの影響を受け、テキスト分析は近

年の社会科学における重要な分析手法の一つ

となっている。比較政治学もその潮流の例外

ではなく、政治制度を対象としたものから行

動論に至るまで、テキスト分析が多く用いら

れている。例えば、議会研究では、記名投票

データの代わりに議事録に記載されている発

言データ等から各議員の選好（理想点）を推

定するものが増えている。また、行動論では、

感情分析などを行う研究も少なくない。 

しかしその一方で、誤解を恐れずに言えば、

これまでの本学会研究大会におけるテキスト

分析の扱いは（それを用いた報告が皆無であ

ったわけではないものの）限定的であったよ

うに思われる。そこで、本分科会は、異なる

テキスト分析の手法を用いた 3 つの報告とデ

ィスカッションを通じ、幅広い研究分野に応

用可能であるテキスト分析に対する我々の理

解を深めることを目的とする。時間が許すよ

うであれば、分析に使用するソフトやパッケ

ージ、分析対象となる言語による前処理の違

い等といった実践的な面についても意見交換

を行うことができればと考えている。 

 

司会 菊池 啓一（アジア経済研究所） 

報告 于 海春（早稲田大学）「ソーシャ

ルメディアを活用した武漢「封

鎖」における中国国民感情変化の

分析」 

渡辺 綾（アジア経済研究所） 

久保 慶一（早稲田大学） 

“Conflict Dynamics and Domestic 

Politics: Media Coverage of the 

Mindanao Conflict in the Philippines” 

福井 英次郎（明海大学）「日本の

新聞における EU像」 

討論    末近 浩太（立命館大学） 

西川 賢（津田塾大学） 

 

分科会 E 「分離主義問題の政治的ダイナミ

クス」 

 

ある政治集団が既存の領域的枠組みから

の分離・独立を主張する現象は、現在、世

界各地で広く観察することができる。この

ような分離主義問題の中には、対立が激し

い武力紛争へと至るものと、法的・政治

的枠組み内部に留まるものがある。また

紛争が長期に渡って継続し分離主義地域

の要求が満たされないものと、紛争後、

分離主義地域が中央政府の統制を離れ事

実上の独立を達成するもの、あるいは当

事者の間で法的・政治的な合意に達する

ものがある。このような分離主義問題の

多様性は、いかなる政治的ダイナミクス

を当該地域（分離主義を掲げる地域やそ

の領域が所属する国）にもたらすのであ

ろうか。 

これまで、往々にして分離主義問題は、

各々の地域研究のフィールドの枠内に留

まることが多く、地域を超えた学術的対

話が日本では十分になされてこなかった。

本パネルでは分離主義問題を抱えている

複数の地域から企画を構成し、事例も先

進国と途上国、武力紛争へと至った事例

と法的・政治的対立に留まる事例などに

目配せし、地域を超えて分離主義問題の

政治的ダイナミクスを考察することを目

指す。 

 

司会 富樫 耕介（同志社大学） 

報告 鈴木 啓之（東京大学）「パレスチ

ナにおける独立運動の蹉跌と国

家建設」 

立花 優（北海道大学）「パトロン

国家における非承認国家の優先

度変化－アルメニア・カラバフ

関係－」 

荒木 隆人（広島大学）「マルチナ

ショナル連邦制とケベック独立

問題の現在」 

討論 白川 俊介（関西学院大学） 

永田 智成（南山大学） 

 

自由企画 4「「脱イデオロギー」と「新し

い社会運動」の時代の政党政治－ヨーロ

ッパの 1970年代－」  

 

近年のヨーロッパでは、環境、ジェン

ダー、LGBTQ、外国の背景を持つ市民の

権利など、いわゆる GAL（Green、

Alternative、Libertarian）の争点が、政治の

中に確立した地位を占めている。ポピュ

リズム政党・政治家への支持は、GALの

エスタブリッシュメント化に対する反動
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であることにも注目する必要がある。その

一方で、「国民の社会的連帯か」それとも

「自由な市場か」という左右のイデオロギ

ー対立は、（おそらく前者の敗北という形

で）政治における意味を失いつつある。 

この変化の出発点となったのが、1970年

代である。1960年代の経済的繁栄と脱イデ

オロギー化、その中で生じた学生運動は、

1970年代にさまざまな新しい政治的な争点

の登場を促した。さらに、1973年から始ま

る経済不況によって成長と分配の「戦後」

は終わり、新しい生き方や価値観に基づい

た政治的要求の表出が目指されるようにな

る。共通の価値観に基礎を置く、集団間の

協調的政治に基礎を置いてきた政党政治

が、新しい政治的要求の挑戦を受ける一方

で、司法や運動、言論など政党政治以外の

場に新しい政治の場が切り広げられていく

時期でもあった。 

このように現在につながる重要な時期で

あるのにもかかわらず、1970年代の政治史

的研究の蓄積は十分であるとは言えない。

考えてみれば，Gと Aと Lが結びつく論理

的必然性はない。これらの争点はいかにし

て重なり合ったのか。またこれらの論点は

どのような対抗構想を生み、それらはどの

ように結びついたのか。現代政治分析が前

提とする対抗軸が生成するプロセスは、ま

だ学問的に明らかにされていない。本企画

ではこの大きなテーマのうち、後者の論

点、すなわち新しい運動や争点に対する対

抗構想の実相を解明することを目指し、脱

イデオロギー化、新しい社会運動に抗する

秩序形成、政党政治の変化の三つの切り口

から、この時期のヨーロッパ政治の実態に

政治史的にアプローチする。 

まず、作内報告は、オランダの中央計画

局 CPBによるマクロ経済予測に着目す

る。戦後始まったこの仕組みは、1970年代

以降変容を遂げ、当初コーポラティズムや

予算形成といった領域に限定されていた

CPBの影響力が連立形成や選挙での政党間

競合にまで及ぶようになった。また予測の

モデルもケインズ主義からサプライサイド

モデルに移行していった。その結果、政党

間のマクロ経済政策は新自由主義的に収斂

したのである。本報告では、1970年代の各

政党、政権のこの仕組みへの対応を後付

け、オランダにおける政党、政党政治の脱

イデオロギー化とテクノクラシー化の動

向を検討する。 

次に、板橋報告では、従来「赤い 10

年」とイメージされていた西ドイツの

1970年代について、「保守」の側に注目

し、ジェンダー争点や移民問題の扱い

方、教育の現場における対立などを通し

て、生活様式や価値観の変化といった社

会の現代化、リベラル化に対し、「保守」

がこれをどのようにとらえ、どう対応し

ようとしていたのかについて検討を行

う。その際、多様な「保守」的言説と、

政党としての CDU/CSUの関係にも目を向

ける。 

最後に中田報告では、当時の政党を巡

る言説を対象とし、脱イデオロギー化と

新しい争点を巻き込んだ再イデオロギー

化、新しい社会運動を通じた政党外への

政治空間の拡大の二点に注目しながら、

同時代の分析者からは政党はどのように

みられていたのか、長期的にはこの時期

は政党のどのような転換点にあたるのか

を検討する。 

この三つの報告を通じて 1970年代の

「転換」に関し、将来の研究につながる

ような手がかりを見出していければと考

えている。 

 

司会 網谷 龍介（津田塾大学） 

報告 作内 由子（獨協大学）「経済政策

決定構造の転換点としてのオラ

ンダの 70年代」 

板橋 拓己（成蹊大学）「1970 年代

の西ドイツにおける保守主義の

変容」 

中田 瑞穂（明治学院大学）「政党

政治研究から見る 1970年代のヨ

ーロッパ」 

討論 網谷 龍介（津田塾大学） 

中村 督（南山大学） 

 

自由論題 D 「公共政策の諸相と変化」 

 

司会 大澤 貴美子（岡山大学） 

報告 早川 有紀（関西学院大学）「米国

における食品安全政策とリスク

管理―規制革新と持続性の観点

から―」 
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尹 海圓 （東京大学・院） 「1990年代に

おける韓国のイノベーション政策

の政治的ダイナミズムの分析―

Valenceを訴える支持獲得戦略と

産業政策の福祉政策化に着目し

て―」 

討論 秋吉 貴雄（中央大学） 

   上川 龍之進（大阪大学） 
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           年報編集委員会から 
 

  年報第 25号の論文募集 

 

2023 年発刊予定の年報 25 号は、第 25 回研究大会（今年６月開催）の共通論題「危機

と国家」をもとに編集する予定です。報告者のほか、会員の皆様から広くご寄稿を頂け

ると幸甚です。 

近年、比較政治学の分析対象として中心的位置を占めてきた「国家（state）」への関

心が、後景に退いてきているように思われます。その背景には、「因果推論革命」を経

た現在の政治学の実証水準では、反実仮想を作りにくい国家レベルの分析よりも、より

堅固な因果推論が可能な個人や地域レベルの分析へとシフトしているという潮流がある

のかもしれません。 

しかし、この間の新型コロナウイルス（COVID-19）への対応に見られるように、特

に危機に際して対応する国家の重要性はいささかも減じてはいないように見えます。か

つて国家論が指摘したように、国家の組織形態や国家－社会関係のあり方が危機対応へ

の違いを生んでいるように見えます。さらに、危機には国家を形作る側面もあります。

戦争のような軍事的危機や、大恐慌のような経済的危機が、国家のあり方を根本から改

めてきました。では、現下の危機は国家をどのような方向へと変化させていくのでしょ

うか。 

そこで、本特集では、制度形態や統治能力といった国家のあり方の違いが危機への対

応にどのような差異をもたらすのかという側面と、危機が国家のあり方を形作る側面の

両方を視野に入れ、多様な視角・方法から検討する論文を募集します。 

投稿を希望される会員は、800 字程度の要旨を 2022 年 6 月末日までに、下記のアドレ

ス宛てに電子メールの添付書類でお送り下さい。添付書類はワードファイルかテキスト

ファイルで作成し、メールタイトルを「日本比較政治学会年報 25号投稿要旨」として下

さい。 

年報に掲載された論文は、学会奨励賞の選考対象となります。若手会員の皆さまにも

ぜひ積極的に応募して頂ければ幸いです。なお、ご投稿頂いた論文については、編集委

員会での審査を経て年報への採否を決めさせて頂きます。あらかじめご承知おき下さい。 

 
 

＊応募先：年報 25号編集委員長 稗田健志 

    E-mail：thieda■osaka-cu.ac.jp （■を@に変更の上、ご送信下さい） 
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          選挙管理委員会から 
 

日本比較政治学会理事選挙について 

本年 3月 14日から 4月 13日に、次期理事選挙が実施されます。本学会の理事会は、選

挙による選出理事と次期役員選考委員会による選出理事によって構成されます。理事選挙

は、会員の選挙によって 18名以内の理事を選出するものであり、昨年 12月 15日現在の

会員が、選挙権および被選挙権を持つことになります。 

 Covid-19の感染拡大が続く状況下で開票作業の安全性確保や入構規制への不足の事態へ

の対応を考慮して、臨時の措置としてオンライン投票を導入致します。投票方法の詳細に

つきましては、3月 14日に当学会より送付されたメールおよび、会員管理システム上の

説明をご参照下さい。熟読の上、ぜひ投票してくださるようお願いいたします。 

会員情報の確認やメール送付上の問題に関する問い合わせは、事務委託先の中西印刷

までお願い致します。連絡先は、以下の通りです。 

 

 

選挙管理委員会 

委員長 伊藤 武 

 

【事務委託先】  

中西印刷株式会社・学会部 

E-mail｜jacp■nacos.com（■を@に変更の上、ご送信下さい） 
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           理事会報告 
 

第 77回理事会 

2021年 11月 6日（土） 14 時〜16時 Zoom に

よるオンライン会議 

 

出席者： 岩崎正洋、粕谷祐子、網谷龍介、伊

藤武、⼩嶋華津⼦、小松志朗、近藤

康史、杉本竜也、鈴木絢女、末近浩

太、杉浦功一、仙⽯学、高橋百合子、

外山文子、中井遼、稗田健志、牧野

久美子、山尾大、宮脇健（運営委員） 

委任状：鹿毛利枝子、近藤正基、西岡晋、西 

川賢、馬場香織、三浦まり 

 

2021年 11月 6日（土）に、Zoomのオンライ

ン会議によって第 77 回理事会が開催されま

した。主な報告事項は下記の通りです。 

 

1．事務局より 

・杉本常務理事より、会員の異動について 

資料に基づき説明が行われた。退会希望者 

7名の報告および既に理事会で承認された 

2名の入会完了報告が行われた。 

・2021年度研究大会について、岩崎会長より、 

大会開催に関する御礼があった。 

  杉本常務理事より、大会開催費用に関す 

る説明があった。オンライン開催をサポー 

トした株式会社業務渡航センターに約 39 

万円を支払い、開催校の費用については約 

8万 5千円を支出した。そのため、2021年 

度研究大会に関する費用の合計は約 47万 

円となった。これは、例年の費用よりもよ 

り安価である。 

 

2． ニューズレター委員会より 

・西岡ニューズレター委員長が欠席のため、

杉本常務理事が同委員長のメッセージを代

読した。メッセージの内容は、ニューズレ

ター第 47号発行に関する御礼である。 

 

 

4．年報第 24号編集委員会より 

・馬場年報第 24 号編集委員長が欠席のため、

杉本常務理事が同委員長のメッセージを代

読した。メッセージの内容は、応募数が少

なかったために申込期限を最終的に 8 月末

まで延長したこと、最終的に 6 本の応募が

あり、委員会の審査によってすべて採択し

たこと、そのために原稿の締め切りを例年

よりも遅い 2021年 12月にしたこと、そし

て 2022 年 6 月頃の刊行を目指しているこ

とである。 

 

 

主な審議事項は下記の通りです。 

 

1．新入会員の承認 

・杉本常務理事より、新規入会希望者 6名の

説明が行われ、理事会により承認された。

なお、6 名のうち、2 名は学生割引を申請

している。 

 新入会員の氏名は以下の通り（順不

同）。 

  出口航、高城建人、西直美、阿部和美、

谷口美代子、李雨桐。 

 

2．2022年度研究大会の開催について 

・稗田企画委員長より、2022 年度研究大会

の企画案について説明があった。 

現段階で非会員の報告者がいるものの、

研究大会までには入会する予定である旨

の説明があった。また、非会員の討論者

も予定されているが、内規に照らし合わ

せて問題ないと考えていることも申し添

えられた。 

・稗田委員長の案に対して、特に異議はな

く、この件は理事会で承認された。 

・来年度の研究大会について、開催校（九

州大学）の山尾理事より、既に開催場所

は確保されており、準備が進んでいると

の報告があった（開催日は 2022 年 6 月 25

日・26日）。 

・岩崎会長より、今後の状況は不透明であ

るが、対面開催の可能性を模索している

との見解が示された。これに対して、理

事から明確な異議は示されなかった。 

・懇親会について、開催校・企画委員会・

事務局と今後検討していくことになった。 

 

3．理事選挙におけるオンライン投票導入に

ついて 

・伊藤選挙管理委員長より、理事選挙にお

けるオンライン投票導入について説明が

あった。次回選挙を機に、オンライン投

票の導入を考えている。これに関しては、

既に会員管理システム等でオンライン化

を進めているので、特に問題は生じない
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と考えている。また、見積もりを取った結

果、初期費用も含めても郵送投票より安価

に済むと考えられる。なお、見積もりにつ

いては、他学会のコストと比較しても適正

な金額であると考えられる。 

・岩崎会長より、新型コロナウイルス感染症

の感染予防のためにも今回のオンライン投

票の導入は特に問題ないと考えるとの見解

が示された。 

・伊藤選挙管理委員長より、ホームページや

ニューズレター等を通して、丁寧にオンラ

イン投票に関して説明するように努めると

の意向が示された。また、オンライン投票

には、会員のデータの更新が不可欠である

ため、メーリングリスト等を通して管理情

報の更新を促す必要があるとの見解も示さ

れた。 

・理事選挙におけるオンライン投票の導入に

ついては、特に異議なく、承認された。 

・伊藤選挙管理委員長より、選挙管理委員会

のメンバーについて説明があった。新型コ

ロナウイルス流行下ということもあり、作

業等の都合上、同一の大学に属する者で委

員会を構成したとの説明があった。この件

に関して、問題があるようであれば、後日

メール理事会で審議してもらいたいとの見

解が示された。選挙管理委員会のメンバー

に関しても、特に異議はなく、承認された。 

 

４．政治学系学会の協力・連携について 

・岩崎会長より、政治学系学会の協力・連携

について説明があった。日本政治学会の大

西理事長より、政治学系の学会の連携を図

りたいという申し入れがあった。近年、学

会運営を取り巻く環境が厳しい状況にあり、

会員数の減少、学会開催校の負担の他、投

稿論文も減っている。この件に関しては、

既に日本行政学会、日本公共政策学会、日

本選挙学会等の複数学会とインフォーマル

なレベルでの意見交換を行っている。連携

の具体的な形としては、研究大会のコンベ

ンション型共催や会員割引等も考えられる。

今回の理事会では、まずは協力・連携に関

する協議を公式に開始してよいか審議して

いただきたいとの提起があった。 

・網谷理事より、前向きに協議を進めてもら

いたいとの見解が示された。学会運営では

共通の問題が発生することがあるので、具

体的な協力ができれば最善であるし、情報

共有をするだけでも学会運営の負担軽減に

つながるとの考えが示された。 

・以上の議論を踏まえ、日本比較政治学会

では、今後協力・連携を前向きに議論し

ていくことになった。本件に関して、進

捗があれば、次回理事会で報告をする予

定である。 

 

５．次回理事会の日程について 

・次回理事会の日程は、2022 年 4 月 23 日

（土）14時を予定している。  

 

 

第 78回理事会 

2021年 11月 25日（木）メール審議 

 

出席者：岩崎正洋、粕谷祐子、網谷龍介、 

伊藤武、小嶋華津子、小松志朗、 

近藤正基、近藤康史、末近浩太、 

杉本竜也、鈴木絢女、杉浦功一、 

仙石学、⾼橋百合子、外山文子、 

中井遼、西岡晋、西川賢、馬場香 

織、浜中新吾、稗田健志、牧野久 

美子、三浦まり、山尾大、宮脇健 

（運営委員） 

 

審議事項は下記の通りです。 

 

1．入会申請者の資格変更について 

・第 77回理事会において承認された高城建 

人（京都大学大学院）氏より、申請時に 

おいて会員資格を誤申請したため、学生 

会員として再承認してもらいたいとの申 

し入れがあった。 

・上記の件に関して、メールによる理事会 

審議が行われたが、特に異議は提起され 

ず、承認された。 

 

 

（事務局） 
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共同研究のフロンティア 

 
 

文理融合の学際的な共同研究 

 小松 志朗（山梨大学） 

 

 マスクを外せない日が続く。飲食店のテーブルはアクリル板で仕切られ、レジは透明シ

ートで仕切られている。2020 年に新型コロナウイルスの感染拡大が始まってからというも

の、日々の生活で窮屈さを感じる場面が増えた。国際レベルでも状況は似ている。各国政

府がウイルスを自国に入れまいとして、人の国際移動に対する往来制限（渡航制限、出入

国制限）を実施したため、国境を越えるのが難しくなった。国境が閉ざされた世界は窮屈

である。 

 たまたまというべきか、私は 5 年ほど前から感染症対策としての人の国際移動の管理を

テーマに、文理融合の学際的な共同研究に取り組んでいた。ウイルスが国境を越えるのは、

人間が国境を越えるからである。だとすれば、単純に考えて人の国際移動を止めてしまえ

ばパンデミックは防げるように思えるが、現実はそう単純ではない。実は昔から専門家が

往来制限の効果の低さや不確かさを指摘しており、世界保健機関（WHO）も基本的にこれ

を否定してきた。とはいえ、その効果はゼロではないし、現実に制限を行う国家が多いの

も事実である。また、国際移動の管理は往来制限の他にも方法がある。では果たして、科

学と政治の両方からみて妥当な管理とはどのようなものなのか。それを探るのが研究の目

的である。 

 この研究には疫学の視点と知見が欠かせない。そこで私が共同研究のパートナーに選ん

だのは、高校時代のクラスメイトで、いまは国立国際医療研究センターに所属する疫学の

専門家である。高度な数学を使いこなす彼は、感染拡大の過程と対策の効果を定量的に把

握する能力をもつ。加えて、日本の新型コロナ対策の最前線に立つ同センターにおいて、

現場の貴重な経験も積んでいる。そんな彼に任せているのは、疫学の手法によるデータの

収集・解析と、疫学的モデルを使った数値実験である。高校を卒業した後、数学に対して

ソーシャル・ディスタンスをとってきた文系人間の私にとって、頼りになる存在である。 

 正直いうと、この共同研究は半ば見切り発車で始めたところがあり、当初は手探りだっ

た。まずはとにかく 2人で顔を突き合わせて（3密だろうとマスクが必要なかったあの頃）、

政治学と疫学それぞれの立場から意見を出し合い、すり合わせながら、少しずつ共通認識

を固めていく作業を地道に繰り返した。いつもスムーズに事が運んだわけではなく、議論

が噛み合わないときもあった。一方で、2 人の分野の共通点や接点に気づくことも少なく

なかった。疫学は人間集団の移動に伴う感染拡大をマクロな視点から分析する一方、政治

学の主な関心事は人間集団の行動を権力がコントロールする社会現象である。この 2 分野

は意外に相性が良いのではないかと思う。 

 先に「見切り発車」と書いたが、一般的には「文理融合の学際的な共同研究」と聞くと、

文系と理系では方法論も世界観も違い過ぎてハードルが高そうに思われるかもしれない。

だが私の体験からすれば、そうした根本的な違いにとらわれず、とりあえず具体的な研究

テーマを設定して走り出すのも悪くない。はじめのうちは試行錯誤の段階が続くし、すぐ
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に成果は出ないけれども、学問というのは元々そういうものだろう。共同研究に限った話

ではないが、新しい研究を立ち上げて、前に進めるためには、どこかで思い切りと開き直

り（そして締め切り）が必要である。 

 もちろん、それだけで文理融合の共同研究ができるものではなく、様々な努力が求めら

れる。基本的なことを一つ挙げると、分野の異なる研究者とチームを組む以上、相手の分

野の知識をある程度は習得するべきだろう。私の場合、疫学の研究動向を知るために、

Science、Nature、Lancet など自然科学系・医学系の学術誌で先行研究をチェックした。ど

れも決して簡単な内容ではないが、理系の論文は文系よりフォーマットが統一されていて、

その点では読みやすいと感じた。 

 そして、理系の論文を読むなかで改めて実感したのが、査読システムの重要性である。

自分がよく知らない分野でも、査読システムが機能しているおかげで、世界中に数多ある

研究成果の中から質の高いものに効率良くたどりつける。本来、このシステムは別に学際

的研究のために作られたわけではなく、同じ分野に属する研究者たちが相互の批判・検証

を通じて研究の質を維持し、向上させるためにある。ところが、結果として他の分野の研

究者を迎え入れる窓口の役目も果たしている。その意味では本学会も、関係各位の尽力に

より確かな査読システムが機能している点において、外に開かれた学術団体であり、分野

の枠を越えて学問の発展に貢献できる体制が整っているといえる。 

 文理融合の学際的な共同研究は未開拓の領域が広く残されていて、やりがいは大きい。

新型コロナウイルスのせいで現実の社会は窮屈になったが、せめて学問の世界は風通しを

良くしたい。換気は大切である。 
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         事務局からのお知らせ 
 

 
 

1. 2022 年度研究大会は、2022 年 6 月 25 日（土）・26 日（日）に、九州大学での開催を予

定しております。詳細につきましては、学会ウェブサイトやメーリングリストを通して、

随時お知らせいたします。 

 

2. 新年度の異動等での登録情報の変更は、学会ウェブサイトのオンライン会員情報システ

ムから行うことができます。大会関係など重要な案内はメーリングリストや同システム

を通じて行われますので、登録情報更新へのご協力をお願いいたします。 

 

3. 会費の支払いは、原則としてクレジットカード払いに移行することになっております。

ただし、ご事情によってご自身で郵便局にある振込用紙にご記入頂いて振込いただくこ

とも可能です。詳細は事務委託先にお問い合わせ下さい。 

 

 

［事務委託先］ 

〒602-8048 京都市上京区下立売通小川東入ル  

            中西印刷株式会社 学会部 日本比較政治学会事務支局 

TEL｜075-415-3661 FAX｜075-415-3662 

E-mail｜jacp■nacos.com（■を@に変更の上、ご送信下さい） 
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